
介護事業所の管理者が最低限知っておきたい労務知識
～本部・人事・労務担当者向け①～

＜天晴れ介護サービス総合教育研究所様＞

2025年6月30日

おかげさま社労士事務所 山本 武尊



～ 本日の内容 ～

 １. 働きやすい職場づくりと人事労務の役割

２．募集・採用時の注意点

３．試用期間の運用と不適格者への対応

４．就業規則と運用のポイント

５．労働時間・休憩・休日・時間外労働の管理

６．人事異動・降格・出向
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セミナーの構成

第1回 6月30日（月）14:00～16:00

労務の基礎知識①（介護事業所・介護施設の管理者向け）

第2回 7月24日（木）14:00～16:00

労務の基礎知識②（本部・人事・労務担当向け①）

第3回 8月19日（火）10:00～12:00

労務の基礎知識③（本部・人事・労務担当向け②）

第3回 8月26日（火）14:00～16:00

処遇改善加算を使った人事評価制度（予定）
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このセミナーのゴール

事業運営に必要な最低限の労務知識を習得する

それぞれの役割に応じた労務知識を現場に活かすことができる

働きやすい職場環境をつくり、よりよいサービスを提供する
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自己紹介

山本 武尊（やまもと たける）

大学卒業（社会福祉学）後、大手教育会社に入社後、
医療・介護業界へ。急性期病院で医療相談員を経験し
たのち、地域包括支援センターに配属。センター長を
歴任。合計18年勤務したのち、2023年2月より1年半
の兼業期間を経ておかげさま社労士事務所を開業。

◆＜資格＞

・社会保険労務士

・社会福祉士・主任介護支援専門員

・産業ケアマネ

・ファイナンシャルプランナー2級

・介護福祉経営士1級 など
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◆＜メディア掲載＞

・株式会社LIFULL senior

・株式会社マイナビ

・株式会社産経新聞社（産経新聞・夕刊フジ）

・株式会社日本医療企画

・株式会社日本法令
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◆＜主な肩書＞

・おかげさま社労士事務所 代表

・NPO法人タダカヨ 理事（人事労務担当）

・東京都医療労務管理支援事業特別委員会 委員

・東京都社会保険労務士会 福祉・介護職員処遇改善コンサルタント

・仕事と家庭の両立支援プランナー（令和５年度～）

・介護労働安定センターより委嘱 （令和５年度～）

労務管理改善アドバイザー

労務管理コンサルタント・介護人材育成コンサルタント

・東京都福祉サービス第三者評価者

・一般社団法人社労士成年後見センター東京にて所属・成年後見人名簿登載
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◆＜主な活動＞

・介護業界特化型の社労士事務所

・介護離職防止・新しい働き方の提案

（自治体や企業様へ講演・執筆活動）

・介護外国人労働者の就労・定着の支援

（行政書士との連携支援）

・介護関連の記事監修や執筆等

・介護事業所・施設のチームマネジメントや経営コンサル
ティング

・介護×デジタルツールの提案・支援（NPO法人タダカヨ）

・プロ認定コーチ（キャリア支援）
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１．働きやすい職場づくりと人事労務の役割
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介護現場の人事リスクの特徴と経営への影響
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特徴１：人手不足が慢性的で、「一人欠ける」ことの影響が大きい

・シフト制・交替勤務が基本のため、一人の退職・長期休職がチーム
全体に波及。

・特定職員への業務過重や不満 → 離職連鎖のリスク。

・「辞められたら困るから…」と問題を先送りしやすい土壌。



介護現場の人事リスクの特徴と経営への影響
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特徴2：現場と本部の意思疎通が弱いと、人事問題が“現場任せ”になり
やすい

・施設長が現場と経営の板挟みに 
→ 適切な対応をためらうケースも。

・「やさしい対応」が求められる職場風土ゆえに、ルール軽視・情緒
的対応が先行しがち。



介護現場の人事リスクの特徴と経営への影響
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特徴3：介護特有の労務リスクの例

・夜勤・休憩時間管理の難しさ → 未払残業、過労によるメンタル不調。

・ハラスメント・対人トラブル → 利用者対応も含む複雑な問題。

・妊娠・出産・育児・介護といったライフイベントが多様に重なる。



介護現場の人事リスクの特徴と経営への影響
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経営への影響

・離職率の高さ → 採用・育成コストの増加。

・職員の定着・スキル蓄積が困難 → サービス品質・加算要件にも影響。

・ハラスメントや不当解雇での訴訟・労基署対応 → 風評被害・監査指

摘のリスク。



労務トラブルの予防が組織力につながる

14

ポイント1：職員の「納得感」が安心と定着を生む

・ルールが明確であること（就業規則・運用ルール）

・公平な運用（例外をつくらない）

・説明責任（なぜそうなるのかを丁寧に伝える）

 これが“安心して働ける職場”をつくる土台になる。



労務トラブルの予防が組織力につながる
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ポイント2：人事の「早期対応」がトラブルの芽を摘む

・放置 → 小さな不満が組織全体に波及

・例）試用期間中の放置 → 問題職員の本採用 → 職場内トラブル・他

職員の退職

 「言いにくいことを早く言う」ことが、むしろ信頼構築の第一歩



労務トラブルの予防が組織力につながる
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ポイント3：労務対応力＝経営力

・管理職がルールを理解して判断できる → 「現場に任せすぎない体
制」
・経営者・本部の人事力が整っている組織ほど、離職率が低く、加算
取得や処遇改善も安定

・処遇改善加算の上位取得では職場環境等要件が必須
・職員の定着・スキルの蓄積が加算要件に直結



まとめ
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■人事労務対応は“現場の困りごと対応”にとどまりません。

■人材の定着と育成は、経営の安定とサービス品質の持続可能性を支

える“投資”です。



２．募集・採用時の注意点
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応募者対応・面接でのNG事項（差別・プライバシー）
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採用選考での禁止事項（厚労省「公正な採用選考をめざして」より）

以下の質問は不適切・違法の可能性あり
・本人に責任のない事項
（例）出生地、家族構成、家族の職業・学歴、宗教、支持政党、身元
保証人の有無など

・思想・信条に関すること
（例）尊敬する人物、人生観、愛読書、思想傾向、宗教活動など

・本人の適性と無関係な事項
（例）住宅ローンの有無、結婚予定、配偶者の有無、妊娠希望の有無
など



応募者対応・面接でのNG事項（差別・プライバシー）
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介護現場でよくある“グレーな質問”に注意
（例）「夜勤できますか？」「体力に自信ありますか？」
→ 業務に必要な条件として確認するならOKだが、表現に配慮を。

言い換え例：「当施設の夜勤シフトはこのような勤務形態です。ご
対応は可能ですか？」

「夜勤ができない＝不採用」とする場合は、事前に募集要項に明示
することが必要



職員の採用面接にどこまで確認をしていいのか
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面接で質問をしてよい事項は、職務内容と職業能力との関連性があ
り、確認する必要がある事項に限られます。
（厚生労働省：公正な採用選考をめざして）

現在の健康状態は、関連性・必要性ともに認められる可能性が高い
が、思想・信条については関連性・必要性を慎重に吟味する必要があ
る。

応募者のプライバシーを害する方法や、個人情報を不正に取得する
方法による身辺調査はおすすめしない。（採用時の差別につながるお
それがある）



雇用契約書・労働条件通知書の書き方
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法律上、必ず書面交付が必要な「絶対的明示事項」
（労働基準法第15条）

①労働契約の期間
②就業場所・従事する業務の内容
③始業・終業時刻、休憩・休日・残業有無
④賃金の計算・支払方法・締切・支払日
⑤解雇を含む退職に関する事項

 これらは口頭説明だけでは不十分。必ず「労働条件通知書」や「雇
用契約書」で明示。



雇用契約書・労働条件通知書の書き方
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雇用契約書の実務上のポイント

・雇用形態（常勤・非常勤・パート等）の違いによる契約内容の整理

・試用期間の有無・雇用期間・延長規定を記載（後トラブル防止）

・労働時間・シフト制・夜勤有無なども明記しておくこと

・介護手当や夜勤手当などの詳細な条件提示（賃金規程との整合）



雇用契約書・労働条件通知書の書き方
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労使トラブル予防のための書き方の工夫

・「業務内容」に「その他施設長が必要とする業務」など柔軟性を持
たせた記載

・賃金には「固定残業代の有無・対象時間・超過分の支払い」など具
体的に明記



介護現場ならではの「ミスマッチ防止策」

25

よくある採用後ミスマッチ例

・「思っていたより力仕事が多い」「夜勤がきつい」「認知症対応が
難しい」
→ 結果：短期離職、教育投資の無駄、チーム混乱



介護現場ならではの「ミスマッチ防止策」
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ミスマッチ防止のための実践ポイント

1.業務内容・シフト形態・夜勤有無をリアルに伝える
・見学時に実際の勤務状況を説明（例：認知症フロアの環境、移乗介助の実演）
・「想定より大変」ではなく「知っていて納得した」採用へ

2.価値観のすり合わせを行う
・「利用者との関わり方」「ご家族対応」など施設の運営理念を面接時に共有
・求職者の志向（生活援助重視か身体介助に積極的かなど）を把握

3.見学・体験・OJT前提で採用を進める
・採用前の職場体験（1日体験）や事前OJT導入を可能にするとミスマッチ軽減



まとめ
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ミスマッチ防止策
介護現場特有の環境を事前に伝えることが重要です。

・実際の業務内容と勤務環境の正確な説明
・職場見学や体験シフトの実施
・キャリアパスと研修制度の明示

採用時の丁寧な確認と情報開示が、離職防止の第一歩。誠実な対応こそ“選ばれ
る施設”になる鍵です。



３．試用期間の運用と不適格者への対応

28



試用期間の法的位置づけと実務的な運用
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■試用期間の基本的な意味

採用はされているが、本採用に適するかを見極めるための猶予期間
「仮採用」「見習い期間」等と呼ばれることもあるが、法律上の定義
はなし

■試用期間中も「労働契約関係」は成立している
試用期間は「解約権留保付き労働契約」として位置づけられており、
この期間は労働者の能力や適性を判断するための観察期間。

・労働基準法上の労働者であり、解雇（本採用拒否）には合理的理由
が必要
・社会保険・雇用保険も原則加入対象



試用期間の法的位置づけと実務的な運用
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実務的な試用期間設定のポイント

・期間の目安：1～3か月程度が一般的

・就業規則と雇用契約書の両方に記載が必要

「○ヶ月の試用期間を設ける。期間中に適性が認められない場合は本

採用を行わないことがある」など明記

・試用期間の延長：可能だが、あらかじめ延長の可能性を明記してお

くこと（後出し不可）



本採用拒否が許されるケースとは
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試用期間満了時に「本採用を拒否」できる条件（裁判例に基づく）
客観的に合理的な理由があり、かつ社会通念上相当であること

例）以下のような明確な不適格性

不適格理由の例 裁判で有効とされたことがある内容

協調性の欠如 職員・利用者とトラブルを起こすなど

著しい勤務態度の不良 遅刻・無断欠勤・指示無視など

虚偽申告 職歴・資格の重大な虚偽記載

明確な業務能力不足 指導後も業務遂行が著しく困難な場合



本採用拒否でトラブルに発展しやすいケース
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＜よくあるケース＞

・明確な理由・記録がなく「何となく合わない」「雰囲気が違う」

・本人にフィードバックや改善の機会を与えていない

・試用期間中の評価基準を明示していない



本採用拒否の手続きで重要なこと
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・本人に事前に通知・説明を行う（最低でも２週間程度前）

・拒否理由を記載した書面（通知書）を交付

・トラブル防止のため、「本人からの同意を得て退職」とする場合も

記録必須



問題職員への早期対応
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問題行動はすぐに記録し、トラブル防止のため具体的な事実を文書化

することが重要です。

・指導内容と改善要請を記録した面談記録の作成

・利用者や同僚からの具体的なクレーム内容の記録

・改善の機会を与えた証拠を残す

本採用拒否は、通常の解雇より要件が緩和されますが、「社会通念上
相当」と認められる客観的で合理的な理由が必要です。特に介護職で
は、利用者の安全に関わる事案は重要な判断材料となります。



実務上の早期対応フロー
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１【初期異変の発見】

現場からの報告／初期対応者のヒアリング

２【早期指導・フィードバック】

できれば2名以上で面談、内容は記録

３【改善機会の付与】 指導後の経過観察（1～2週間程度）

４【継続不可判断】 文書で通知、本採用拒否か延長判断

５【トラブル化予防】 説明記録・書面通知をセットで保存



まとめ
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試用期間＝“様子を見るだけ”の時間ではありません。

適正な判断と記録がなければ、不適格職員を組織に定着させてしまう

リスクになります。



参考ーひな型例
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参考ーひな型例
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４．就業規則と運用のポイント
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就業規則の法的役割と実務での活かし方
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■ 就業規則とは何か？
・会社・法人と職員の「共通ルールブック」
・労働基準法第89条に基づき、常時10人以上の労働者がいる事業場は作成・届出
が義務

■ 労務トラブルを防ぐ“盾”になる
・就業規則に記載されていない処分・義務は原則として無効になりうる
・労働条件（賃金・労働時間・解雇など）を明確に規定しなければ、トラブル時に
法人側が不利

■ 介護事業所における特性
・夜勤、交代制勤務、非常勤の多さ → 労働時間や休憩、休日ルールの明文化が不
可欠
・高齢者・障害者を相手にする仕事 → ハラスメントや倫理違反への規定が求めら
れる



絶対的・相対的必要記載事項とは
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労働基準法で定められた「必ず記載すべき項目」

 絶対的記載項目が抜けていると、就業規則そのものが無効になる可能性あり。

分類 内容 具体例

絶対的必要記載事項 記載がないと就業規則として
成立しない

始業・終業時刻、休憩・休日、
賃金、退職（解雇含む）など

相対的必要記載事項 該当する制度がある場合は記
載が必要

退職手当、表彰・懲戒、育
児・介護休業制度など

任意的記載事項 任意で規定可能 職員の服装、福利厚生、服務
心得など



トラブル予防に有効な規程・付帯文例
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よくある労務トラブルと、就業規則での備え方

トラブル事例 就業規則の有効な文例・対策

指示を無視しても懲戒できな
い

「業務命令違反は懲戒処分の対象とする」明
記

損害賠償請求が難しい 「施設の物品を故意または重大な過失により
破損した場合、損害賠償を請求できる」等

SNSでの内部情報漏洩 「業務上知り得た情報を外部に漏らしてはな
らない」「SNSでの施設・利用者に関する投
稿禁止」

不適切な副業 「施設の許可を得ずに副業・兼業を行っては
ならない」

妊娠中の配慮をしていないと
指摘される

「妊娠中の職員については、申し出により時
間外労働・夜勤を免除する」



トラブル予防に有効な規程・付帯文例
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文例：懲戒処分規程（抜粋）

第○条（懲戒処分の種類） 職員が次の各号のいずれかに該当する場合、状況に応
じて懲戒処分を行うことがある。 
（1）業務命令に従わず、重大な支障を与えたとき
（2）職員、利用者その他関係者に対して著しく不適切な言動を行ったとき
（3）正当な理由なく遅刻・欠勤を繰り返したとき
（4）施設の信用を著しく損なう行為を行ったとき（SNS投稿を含む）
... etc



トラブル予防に有効な規程・付帯文例
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文例：副業・兼業に関する規程（抜粋）

職員は、就業時間外において他の事業に従事し、又は営業を行ってはならない。た

だし、法人が許可した場合を除く。



（参考）就業規則チェックリスト
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チェック項目

①常時10人以上の従業員を使用しているで、就業規
則を作成し、労働基準監督署に届け出をしている

□はい □いいえ

②就業規則の記載事項に漏れなく記載している □はい □いいえ

③従業員代表からの意見聴取を実施している（前提
として、従業員代表の選出を法令にのっとり実施し
ている）

□はい □いいえ

④就業規則を周知している □はい □いいえ

⑤就業規則の変更を法令にのっとって実施している □はい □いいえ

⑥法律上、どのような場合に労使協定が必要かを理
解している

□はい □いいえ

⑦労使協定を周知している □はい □いいえ



まとめ

46

就業規則は“備え”であると同時に、“経営の防衛線”です。

トラブルが起こる前に、予防策としての就業規則の整備・見直しを定

期的に行いましょう。



５．労働時間・休憩・休日・時間外労働の管理

47



法定上のルール（復習）

48

法定のルール

時間外労働：1日8時間・週40時間を超えた分 → 割増賃金（25％以
上）

休日労働：法定休日（通常は週1日）に勤務 → 割増（35％以上）

深夜労働：午後10時～午前5時 → 割増（25％以上）



介護事業所特有の勤務形態の課題

49

シフト制・夜勤制による労働時間の複雑性

・変形労働時間制（1か月単位・1年単位など）を採用している事業所
が多い

・実態に合った制度運用ができていないと、未払い残業や労基法違反
のリスク



労働時間・休憩・休日の定義と注意点

50

項目 定義 実務のポイント

労働時間 使用者の指揮命令下にある
時間

勤務前後の“着替え”“申し送
り”が労働時間に含まれるか
確認

休憩時間 連続6時間以上勤務で最低
45分

夜勤時の「仮眠＝休憩」で
はない点に注意

休日 原則週1回 or 4週4日以上 「休日出勤」は代休 or 割
増賃金の支払い義務



時間外労働・休日労働・深夜労働と36協定

51

36協定とは

労働基準法36条に基づき、法定労働時間（1日8時間、週40時間）を超

える労働をさせるための労使協定

36協定の重要性
時間外・休日労働を行うには、36協定を労使で締結→労基署に届出が
必要
協定がないまま残業→違法労働、監査・是正勧告対象



時間外労働・休日労働・深夜労働と36協定

52

１
締結：締結：事業所単位で労使協定（労働者代表の選出）

２
届出：36協定届を労基署へ提出

３

内容：➊時間外労働の上限（原則：月45時間/年360時間）

➋特別条項（臨時的な場合に限り月100時間未満など）

４
明示：就業規則・掲示等で周知

５
記録：時間外労働の実績と協定内容が一致しているか点検



勤怠管理の注意点

53

・タイムカード等による出退勤の正確な記録

・「前残業」「後残業」の把握（サービス残業にならないように）

・勤務間インターバル（11時間空ける努力義務）にも留意



柔軟な働き方に対する制度の導入

54



柔軟な働き方に対する制度の導入

55

3種類の変形労働時間制について



柔軟な働き方に対する制度の導入

56

導入要件（1か月単位の変形労働時間制）



柔軟な働き方に対する制度の導入

57

導入要件（1年単位変形労働時間制・1週間単位の非定型的変形労働時間制）



柔軟な働き方に対する制度の導入

58

フレックスタイム制度（概要）



柔軟な働き方に対する制度の導入
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フレックスタイム制度（導入要件）



柔軟な働き方に対する制度の導入
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フレックスタイム制度（導入要件）



柔軟な働き方に対する制度の導入
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フレックスタイム制度（導入要件）



柔軟な働き方に対する制度の導入

62

フレックスタイム制を導入するためには、就業規則その他これに準ずるものにより、始業および終

業時刻を従業員の決定に委ねる旨を定める必要があります。



夜勤・シフト制における注意点

63

労働時間の把握が複雑になるポイント

課題 注意点

仮眠時間の取り扱い 利用者対応が発生する場合は「労働時
間」としてカウントする必要あり

交替制勤務 変形労働時間制（1ヶ月単位等）を就業
規則・労働条件通知書に明記

休憩時間の分割 夜勤中の「2時間休憩」などは、実際に
休めているかを確認し記録

複数シフト制（早番・遅番な
ど）

勤務パターンごとに所定労働時間・休憩
時間を整理しておく必要あり

勤務間インターバルの確保 努力義務ではあるが、健康管理上、確保
したほうがよい



夜勤・シフト制における注意点

64

夜勤の記録と実態にズレがあると…

・処遇改善加算の返還対象になるケースも

→労働法を遵守していることが前提であるため

・「仮眠時間を休憩時間としたが、実態は業務対応していた」

→ 労基署からの是正指導・遡及支払い対象に



休日・休暇の正しい管理

65

種類 定義・根拠 実務のポイント

年次有給休暇
（年休）

法定（6か月勤務・8割以上
出勤で10日付与）

時季指定・計画的付与が可能／
半日・時間単位取得も可

代休（代替休
暇）

振替えではなく、休日出勤
の埋め合わせ

休日出勤に対して休みを与える
が、割増賃金は必要

振替休日 事前に別日へ休日を移す
（※就業規則に規定が必
要）

正しく行えば割増賃金は不要／
必ず事前の合意が必要



よくある間違いと対策

66

間違い 実態 実務上の対策

「振替」と言い
つつ後日休ませ
ているだけ

実は代休扱いになっている 就業規則で振替休日の規定を明
文化し、事前通知を徹底

有給の残日数が
不明 口頭管理や曖昧な記録

勤怠管理システム or 個人別台
帳で常に可視化

夜勤明けを「休
み」とカウント

その日は就労している 休日としてカウント不可（別途
休日付与が必要）



有給休暇の実務ポイント

67

有給休暇の計画的付与制度も活用を

・年5日の取得義務化（2019年法改正）
・年間スケジュールに組み込んで、業務に支障の出ない形で取得促進
・勤務形態別（夜勤明け・短時間勤務者等）にも配慮した運用が重要



まとめ
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勤務時間管理は“法律対応”だけでなく、“職員の健康と安心”を守るた

めでもあります。

勤怠・休暇の曖昧な管理は、“現場へのしわ寄せ”と“法違反”の両方を生

みます。

正しい理解と仕組み化で、職員と事業所を守る体制を整えましょう。

介護職は人手不足により長時間労働になりがちです。適切な勤怠管
理と休息確保は、職員の健康維持と離職防止、ひいては介護サービ
スの質向上につながります。



６．人事異動・降格・出向

69



介護施設における配転・異動の注意点

70

配転・異動とは
同じ法人内での勤務地・部署・業務内容の変更

例：通所 → 特養、介護職 →生活相談員、A拠点 → B拠点

原則として、就業規則・雇用契約書に「配転命令権」があることが前
提
記載例：「業務上の必要がある場合、勤務地・職種等を変更すること
がある」
記載がないまま異動命令 → トラブルや無効リスク



実務上の注意点（配転・異動）

71

項目 留意点

異動理由 人員バランスだけでなく、「業務上の必要性」
「本人の適性や勤務状況」など明示

労働条件変更 異動によって労働条件（賃金・通勤距離・業務
負荷等）が大きく変わる場合 → 説明と同意

育児・介護等 育児・介護・妊娠中の職員には特別な配慮義務
あり（男女雇用機会均等法）

拒否された場合 一方的な懲戒などはNG → 説明・話し合い・調
整の記録が重要



実務上の注意点（配転・異動）

72

判例上、「不当な配転」と判断された例

・配転先での業務が明らかに不相応・過酷
・本人に嫌がらせ目的と受け取られる事情がある
・家庭事情（介護・子育て）を無視した転居を伴う異動



降格・配置転換の際の留意点（同意・合意性）

73

■降格とは

職位・職責を下げること（例：副主任→一般職）

→ 賃金にも影響する場合が多いため、特に慎重な対応が必要

■降格が認められる主な条件

・就業規則等に降格制度があること

・明確な評価・問題行動など、客観的な理由があること

・本人に改善機会を与えていること

・人事権を濫用していないこと（嫌がらせや報復でない）



実務上の対策

74

・事前面談・評価シート・改善指導記録の作成

・配置転換時は「職務内容・期待される役割」も丁寧に説明

・本人に同意を求める形式で進めるとトラブル防止に有効（署名・記録）

降格・異動でやってはいけないこと

NG例 問題点

「あの人はミスが多いから下げ
る」

客観性・公平性の欠如

「反抗的だから異動」
→パワハラ的な異動

人事権の濫用、ハラスメント認定
のリスク

給与だけ下げて職務内容は変わら
ず

労契法・均衡処遇違反の可能性



出向

75

出向とは

所属先（雇用主）を変えずに、他法人や別会社で勤務させること

例：A法人からB法人の施設に出向し、B法人の指揮命令下で働く

・在籍型出向

・移籍型出向



出向制度に必要なルールと手順

76

項目 実務ポイント

出向契約書 出向元・先との三者契約で、期間・業
務内容・報酬負担などを明記

指揮命令系統 出向先の管理下で働くが、重大な処分
は出向元の判断となるのが原則

雇用関係 原則として出向元に残る（転籍ではな
い）ため、出向中でも社会保険は出向
元が管理

就業規則 出向に関する条文・規定があるか
チェック（なければ追加を検討）



出向におけるトラブル予防ポイント

77

・本人の同意を得る（労働条件変更が伴う場合は特に必要）

・出向期間終了後の原職復帰があるのかどうかを明示

・パワハラ的出向（飛ばし・干し）と受け取られないように、目的と

意義を丁寧に説明



まとめ

78

人事異動・降格・出向は、職員にとって非常にセンシティブな問題で

す。

公平性と合理性をもった手続きと、事前の説明・記録が“信頼を失わな

い人事”を支えます。



まとめ

79



まとめ

80

1. 採用は「トラブル予防」の出発点

・応募・面接での差別・プライバシー配慮は必須

・雇用条件の明確化（契約書・通知書）で職員との信頼関係を築く

・「業務内容のリアル」を丁寧に伝えることがミスマッチ防止のカギ

2. 試用期間は“見極めと対応”の大切なチャンス

・本採用拒否には記録と合理的理由が必須

・初期の問題対応を放置しないことで、現場全体の崩れを防ぐ

3. 就業規則は“組織の盾”であり“信頼のルール”

・法定の記載項目を正しく整備しているか点検を

・トラブル防止には、ハラスメント、副業、SNS規定の追加が効果的



まとめ
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4. 勤怠管理は「法律＋現場の実態」を踏まえて

・36協定の未届出は違法残業扱いに

・シフト制・夜勤・仮眠時間などの実態記録が大切

・有休、代休、振休の区別と適切運用がトラブルを避ける鍵

5. 異動・降格・出向は「合理性と説明」がすべて

・異動・降格に人事権の乱用は厳禁

・事前説明・本人面談・記録で“納得と合意”を積み上げる

・出向には契約・指揮命令系統の整理と本人同意が不可欠



まとめ

82

・採用から配置・就業管理まで、制度と記録がすべての土台。

・“曖昧な人事”が職員の不満と組織不信につながります。

・「備える・記録する・共有する」が、介護事業の経営安定の基本。

人事労務の基礎を押さえて、介護施設の“土台”を強くする



ご清聴ありがとうございました
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